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米国関連資料 

Final OAに対する 2回目の応答は特許権存続期間調整の計算対象となる 

ことが示された最近の CAFC判例 
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１．はじめに 
 

 2000 年 5 月 29 日以降にファイルされた出願に対し、USPTO に起因する審査の遅れによっ

て実質的に特許権存続期間が短くなるといった課題を解決する方策として PTA（Patent Term 

Adjustment）が導入されました。 

 

 上記 PTA によれば、USPTO サイドに起因して審査の遅延が生じた場合、その遅延分に相当

する日数が特許権存続期間に加算されます。これに対し、出願人サイドに起因する審査の遅延が

生じた場合、その遅延分に相当する日数が、特許権存続期間から減算されます。米国特許法第

154条(b)(2)(C)(i)は、USPTOに起因する遅延に対して調整が行われるべき旨を規定しています。

なお、調整期間は、一日単位でカウントされます。 

 

 "Final Office Action"後にファイルされた最初の応答書に対し、"Advisory Action"が発行され、

この"Advisory Action"に対して更なる応答書を出願人がファイルした場合、特許権存続期間は

どのように調整されるのかについて、最近の CAFC判例に基づいて、以下に詳細に説明します。 
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